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予定価格の積算体系
公共工事設計労務単価の概要 

公共工事設計労務単価の概要 

工事価格

工事原価 

共通仮設費 

直接工事費 【歩掛×単価】 
労務単価 
資材単価 
機械経費 

歩掛（数量） × 

予定価格の積算体系

○性格：公共工事の予定価格の積算用単価 
 

○法令：予算決算及び会計令第80条第2項 
           「予定価格は、契約の目的となる物件又は役務に

請負工事費 
消費税相当額 

工事価格

一般管理費等 
間接工事費 

現場管理費 

○設定：毎年10月 国 都道府県 政令市等発注の公共工事に従事する建設労働者（約20万人）の賃金支払い実態を調査し

定 、契約 役
ついて、取引の実例価格、需給の状況、履行の難
易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適
正に定めなければならない。」 

 
○設定：毎年10月、国、都道府県、政令市等発注の公共工事に従事する建設労働者（約20万人）の賃金支払い実態を調査し、
              取引の実例価格として設定。 
 
○利用者：国、地方公共団体、独法等が予定価格の積算に利用。 
 

 ※公共工事設計労務単価は、下請契約における労務単価や雇用契約における労働者への支払い賃金を拘束するものではない旨を公表、周知。 

○ 予定価格は、１日８時間労働（時間外・休日労働なし）を前提として、施工に必要な職種の労務単価、数量を積算。

公共工事設計労務単価の構成 

基本となる賃金  ①基本給 

超過勤務手当、休日手当など割増賃金

○ 予定価格は、１日８時間労働（時間外 休日労働なし）を前提として、施工に必要な職種の労務単価、数量を積算。
 

○ このため、労務単価は、支払い賃金から超過勤務手当等を除いた上で、１日８時間労働に相当する額に換算し、設定。（次の①～④） 

賃金

定期の賃金 

 超過勤務手当、休日手当など

 現場手当、技能手当、家族手当など 

③実物給与

②基準内手当 

 工具手当（経費に関するもの）など 

割増賃金

諸手当 

実物給与
賃金

 通勤定期など 

③実物給与

 賞与など 

④臨時の給与 

実物給与

臨時の賃金等 
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○ 国、都道府県、政令市、独立行政法人等が発注する公共工事 
査 象 事件数 約 件 契約中 事 約 割

調査対象工事の選定（H22年8月）

調査方法 ①（調査、労務単価決定の流れ） 

     ※ 調査対象工事件数：約14千件、契約中の工事の約7割
調査対象 事の選定（ 年 月）

現況調査の実施（H22年9月～10月） ○ 発注機関の監督職員が、現場の作業内容、職種、労働者数等を確認 

○ 所定内の賃金を調査 
 

○ 10月の賃金を賃金台帳等から転記（少数標本職種は9月の賃金も調査） 
※ 調査対象者数 約20万人

受注者及び下請会社において 
調査票の記入（H22年10月） 

      ※ 調査対象者数：約20万人

○ 受注者 下請会社が調査票を持参し 対面審査○ 受注者、下請会社が調査票を持参し、対面審査
  （賃金台帳、就業規則、銀行振込明細等と照合） 
 

○ 集計できない標本を棄却 
  （法定労働時間が確認できない、賃金台帳がない等（約8万）） 
 

調査票の審査（H22年11月） 
（全国のべ約500会場） 

○ 地方財務局担当官の立会

○ 公共事業労務費調査連絡協議会（事務局国土交通省）に審査後の調査デー
タを提出 

 

○ 集計、所定労働時間内８時間当たりへの換算 

集計（H22年12月～H23年3月） 

公共工事設計労務単価の決定・公表
（H23年3月） ○ 都道府県別・職種別単価の決定 
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調査方法 ②（調査対象労働者） 

＜対象労働者＞               ＜対象外労働者＞

51職種以外の労働者

調査対象職種 
（51職種）

51職種以外の労働者
（鉄骨加工や機械設備等の 

工場製作に携わる労働者等） 

 
 土木系：特殊作業員、造園工、運転手（特殊）、橋梁

特殊工 等 
 港湾系：高級船員、潜水士 等 

躯体系：とび工 鉄筋工 型わく工 等

主任技術者等 
躯体系：とび工、鉄筋工、型わく工 等

 仕上系：大工、左官 等 
 設備系：電工、配管工 等 

役員 事務員等役員、事務員等

見習い、手元 その他
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＜全職種平均の推移＞ 

労務単価の推移 ①（全職種平均の推移） 
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-2.8% -2.7% -3.0% 
-3.9% -3.6% 

-1.8% -1.6% -1.5% -1.5% 

-10.0% 

-5.0% 

5,000 

10,000 

対
前

労
務

-10.1% 

-15.0% 0 
H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

  H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

労務単価 23,295 23,155 22,508 20,229 19,692 19,106 18,356 17,700 17,376 17,262 16,979 16,726 16,726 16,479

対前年比 - -0.6% -2.8% -10.1% -2.7% -3.0% -3.9% -3.6% -1.8% -0.7% -1.6 % -1.5% 0.0% -1.5%

H9比 0 6% 3 4% 13 2% 15 5% 18 0% 21 2% 24 0% 25 4% 25 9% 27 1% 28 2% 28 2% 29 3%

※平成１８年度までの労務単価は全５０職種、平成１９年度以降は全５１職種を単純平均したもの。 

H9比 - -0.6% -3.4% -13.2% -15.5% -18.0% -21.2% -24.0% -25.4% -25.9% -27.1% -28.2% -28.2% -29.3%
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労務単価の推移 ②（平成22年度、主要12職種の水準、変化） 

（円/1日8時間当たり、対前年度比(%)） 

  特殊作業員 普通作業員 軽作業員 とび工 鉄筋工 
運転手 
（特殊） 

運転手 
（一般） 

型わく工 大工 左官 
交通誘導員 

Ａ 
交通誘導員 

Ｂ 

北海道 13,100 0.0% 10,800 -1.8% 8,900 0.0% 13,500 -2.2% 13,200 1.5% 13,200 -2.9% 11,100 -0.9% 13,100 -1.5% 13,500 -2.9% 14,300 -2.7% 8,200 1.2% 7,200 -1.4% 

宮城県 14,800 -3.3% 11,300 -2.6% 8,900 -2.2% 13,400 -2.9% 15,900 -3.0% 16,100 -2.4% 14,400 -2.7% 17,100 -3.4% 14,900 -3.2% 15,600 -3.1% 8,100 1.3% 7,300 1.4% 

東京都 17,200 1.8% 13,900 0.7% 11,100 1.8% 17,500 1.2% 17,800 -2.2% 17,200 -0.6% 14,400 -2.7% 17,000 -3.4% 19,000 -2.6% 18,100 -3.2% 9,600 1.1% 8,800 1.1% 

新潟県 14,900 0.7% 12,500 -0.8% 10,700 0.0% 14,000 -1.4% 15,500 1.3% 14,800 1.4% 13,400 1.5% 14,400 1.4% 15,000 -3.2% 14,600 0.7% 8,400 1.2% 7,800 1.3% 

愛知県 17,200 0.6% 13,700 -0.7% 11,200 -2.6% 17,500 1.2% 16,200 -3.0% 17,100 0.0% 15,200 -3.2% 17,600 -3.3% 17,100 -3.4% 15,900 0.0% 9,300 1.1% 8,500 0.0% 

大阪府 16,800 1.2% 13,500 0.7% 10,600 1.0% 17,900 -0.6% 16,600 0.0% 17,000 -2.3% 14,800 1.4% 17,000 -3.4% 16,200 -3.0% 15,600 -3.1% 8,300 1.2% 7,300 -2.7% 

広島県 15,300 -3.2% 12,900 -3.0% 10,200 2.0% 15,200 -2.6% 15,500 -3.1% 14,900 -3.2% 13,300 -2.9% 15,000 -0.7% 15,500 -3.1% 14,500 0.0% 9,300 1.1% 8,400 1.2% 

香川県 15,000 -3.2% 12,700 -3.1% 9,900 1.0% 14,500 -2.7% 14,500 -2.7% 14,800 -3.3% 13,000 -3.0% 14,200 -2.7% 15,500 -1.9% 15,000 -1.3% 8,500 1.2% 7,700 -2.5% 

福岡県 15,400 -3.1% 12,300 -0.8% 9,300 -2.1% 14,600 -3.3% 14,500 -3.3% 14,400 -2.7% 12,500 -1.6% 14,500 -3.3% 14,900 -0.7% 14,700 1.4% 8,000 1.3% 7,300 -1.4% 

沖縄県 16,300 -2.4% 12,300 -0.8% 9,200 1.1% 17,200 -3.4% 15,000 -2.0% 18,500 -2.6% 16,300 -2.4% 15,700 -3.1% 16,100 -3.0% 15,200 -1.3% 7,500 0.0% 6,700 0.0% 

参考値 
(全国単純平均) 

15,426 -1.6% 12,636 -1.3% 9,904 -0.8% 15,526 -1.6% 15,511 -1.6% 15,702 -1.9% 13,934 -2.3% 15,662 -2.3% 15,915 -2.5% 15,445 -1.8% 8,474 0.2% 7,694 -0.5% 

 

         

          １６，４７９円（前年度比△１．５％） 
 

○単価が上昇した区分  638 ( 27%) 
○単価が変わらなかった区分(新規設定区分含む)  86 (  4%) 
○単価が低下した区分 1,600 ( 69%)

参考値（全51職種全国単純平均） 

※公共工事設計労務単価は、職種別、都道府県別に設定するものである
が、参考として平均値を算出。 

○単価が低下した区分 , ( %)
 2,324 (100%) 
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H8 → H21

労務単価の推移 ③（建設投資、就業者数の推移との比較） 

 8         
○ 建設投資額  83兆円  42兆円（△49%） 
○ 就業者数  670万人 517万人（△23%） 
○ 就業者一人当たり建設投資額 1,240万円/人 820万円/人（△34%） 
 

                       H9年度（H8調査）     →    H22年度（H21調査）

民間投資額（兆円） 

政府投資額（兆円）

年度（ 調査） 年度（ 調査）
○ 公共工事設計労務単価         23,295                                16,479 （△29％） 
  （全職種全国単純平均） 
 

1250 100 

万人 
万円/人 兆円 

政府投資額（兆円）

建設投資額（兆円） 

就業者数（万人） 

就業者一人当たり建設投資額（万円/人） 

1,100 
( 11 3%)

1,080 
1 040

1,240万円/人 

1000 80 
75 

(‐9.4%) 
71 

(‐5.0%)  69 
(‐4.1%) 

66 
(‐3.4%)  61 

(‐7.4%) 57
54

(‐11.3%)  (‐1.8%)  1,040
(‐3.7%) 

1,010 
(‐2.9%)  970 

(‐4.0%)  920 
(‐5.2%) 

890 
(‐3.3%) 

900 
(1.1%) 

910 
(1.1%) 

920 
(1.1%)  860 

(‐6.5%) 

890 
(3.5%)  820万円/人 

(‐7.9%) 

83兆円 

500 

750 

40 

60 

42  37 
( 11 3%)

37  36 33

( )
(‐7.3%)  54

(‐5.5%) 
53

(‐1.7%) 
52 

(‐2.3%) 
51 

(‐0.4%)  48 
(‐7.1%) 

48 
(‐0.1%)  42兆円 

(‐11.5%) 685 
(2.2%) 

662 
(‐3.4%) 

657 
(‐0.8%) 

653 
(‐0.6%) 

632 
(‐3.2%) 

618 
(‐2.2%) 

604 
(‐2.3%) 

584 
(‐3 3%)

568 
( 2 7%)

559  552  537 517万人
48兆円

670万人 

250 20  33 
(‐3.1%) 

34 
(3.1%) 

32 
(‐6.0%) 

30 
(‐6.2%) 

28 
(‐5.9%) 

26 
(‐8.1%) 

23 
(‐9.4%) 

21 
(‐11.5%)

19 
(‐8 7%)

18 
(‐6 2%)

17 
( 4 8%)

16 
( 4 3%)

17兆円 
(4 3%)

(‐12.4%)  (‐11.3%)  (‐2.3%) (‐0.9%) 
33

(‐8.7%) 
31

(‐6.6%) 
30 

(‐2.2%) 
32 

(5.9%)  33 
(1.8%) 

34 
(2.9%) 

31 
(‐8.3%) 

31 
(2.2%) 

25兆円 
(‐19.6%) 

(‐3.3%) (‐2.7%) (‐1.6%) (‐1.3%) (‐2.7%) 
517万人 
(‐3.7%) 

35兆円 

0 0 
H8 H9  H10  H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

年度 

出所：国土交通省「建設投資見通し」、総務省「労働力調査」 
注１：投資額については平成19年度まで実績、20、21年度は見込み   注2 ：就業者数は年平均   注3：各係数については四捨五入して表示している。 

( ) ( 8.7%) (‐6.2%) (‐4.8%) (‐4.3%) (4.3%)
0 0 
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労務単価等の推移 ④（賃金構造基本統計調査、民間給与実態調査の推移との比較） 

    H8 →      H21 （参考：H11→H21） 
 

○ 就業者一人当たり建設投資額 1,240万円/人 → 820万円/人（△34%）     （△21%） 
 

○ 公共工事設計労務単価         23,295円/日 → 16,479円/日（△29%）     （△19%） 
    （全職種全国単純平均） 
 

○ 賃金構造基本統計調査 4 302千円/年 → 4 008千円/年（△7%） （△ 5%）○ 賃金構造基本統計調査 4,302千円/年 4,008千円/年（△7%）   （△  5%）
    （建設業・生産労働者・男） 
 

○ 民間給与実態統計調査 4,573千円/年 → 3,900千円/年（△15%）     （△13%） 
    （建設業全体） 
 

     （建設業企業規模2,000万円未満） 4,545千円/年 → 3,570千円/年（△21%）   （△17%）

100 
H8年比 

100 
賃金構造基本統計調査

（建設業 業規模 , 未満） , 千 年 , 千 年（ ） （ ）

80 

90 
93

85 

79

賃金構造基本統計調査 
（建設業・生産労働者・男） 

民間給与実態統計調査 
（建設業全体） 

民間給与実態統計調査 

70 

79

71 

66 

（建設業企業規模2,000万円未満） 

公共工事設計労務単価 
（全職種全国単純平均） 

就業者一人当たり 
建設投資額

50 

60 

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

建設投資額 
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※就業者一人当たり建設投資額＝建設投資額（国土交通省「建設投資見通し」）÷建設業就業者数（総務省「労働力調査」） 
   公共工事設計労務単価：年は調査年、1日8時間当たり 
   賃金構造基本統計調査（厚生労働省）：年収換算＝｢決まって支給する現金給与額｣×12 ＋「年間賞与等」  
   民間給与実態統計調査（国税庁）：年間給与    

H8 H9 H10  H11 H12 H13 H14 H15 H16  H17 H18 H19 H20 H21



（参考）公共事業労務費調査と他の賃金調査の調査内容の比較 

公共事業労務費調査 
（国土交通省、農林水産省） 

賃金構造基本統計調査 
（厚生労働省） 

民間給与実態統計調査 
（国税庁） 

対象労働者  標準的な技能労働者等
（主任技術者、見習い等は対象外） 

生産労働者
（管理、事務、職長は対象外） 

源泉徴収の対象者
（管理、事務、技術職等を含む） 

選定された公共工事従事者 
（週40時間遵守等の審査あり）

常用労働者（月18日以上雇用）  源泉徴収の対象者 

 
 

対象事業所、
企業 

選定された公共工事の施工企業  常用労働者10人以上の事業所 
（建設労働者の51%は従業者規模10人未満*1） 

すべて 

建設工事
 
 
 

対象工事 
公共工事 

（土木工事が中心） 

建設工事
（政府建設投資：民間建設投資＝40：60、 

建築投資：土木投資＝56：44（H21年度）*2） 

対象賃金
所定内賃金、年間賞与

6月の受取額 年間賞与 源泉徴収対象の年間給与
 
 
 

対象賃金
所定 賃 、年間賞与

（超勤等は対象外） 
6月の受取額、年間賞与 源泉徴収対象の年間給与 

調査方法 
各企業が調査票記入 

（賃金台帳、給与振込、社会保険料
等 審 あ

各企業が調査票記入 
各企業が源泉徴収対象の 
給与額等を調査票記入

 
 
 

等との照合審査あり）
給与額等を調査票記入 

調査時期  10月  6月  1～12月の年間 

 
  *1:平成19年就業構造基本調査（総務省） 
  *2:平成22年度建設投資見通し（国土交通省） 
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（参考）年間労働日数について 

（日） 

賃金構造基本統計調査 
(建 産 者 性)

毎月勤労統計調査(建設業) 

公共事業労務費調査

  

(建設業、生産労働者、男性) 
公共事業労務費調査 

事業所規模：5～29人 事業所規模：全事業所  

6月 
6月 

労働日数
10月 

労働日数
年間 

労働日数
6月 

労働日数
10月 

労働日数
年間 

労働日数
10月 

労働日数
年間 

労働日数所定内実労働 労働日数 労働日数 労働日数 労働日数 労働日数 労働日数 労働日数 労働日数 労働日数 所定内実労働
時間数(時間)

労働日数 
(毎月勤労統計調査を

利用した推計値) 

平成17年 173 22.8 22.2 22.0 258.5 21.9 21.6 254.2 22.2 250.1 

平成18年 172 22 6 22 4 22 1 259 1 22 1 21 8 255 8 22 3 251 0平成18年 172 22.6 22.4 22.1 259.1 22.1 21.8 255.8 22.3 251.0 

平成19年 172 22.6 22.4 22.1 257.7 22.2 21.8 255.6 22.8 250.8 

平成20年 173 22.8 22.0 21.9 255.6 21.9 21.9 254.1 22.6 251.5 

平成21年 172 22.6 22.1 21.3 253.0 21.7 21.0 249.6 22.2 249.3 

※賃金構造基本統計調査（厚生労働省）
 ・10人以上の事業所 
 ・常用労働者 
 ・日数(推計値)は、所定内実労働時間数を毎月勤労統

計調査の各調査年の所定内の日当たり労働時間数
（7.6時間）で除して推計。 -9- 

※公共事業労務費調査（国土交通省他）
 ・月18日以上労働した者の実労働日数 
 ・年間は賞与受給者の年間実労働日数 

※毎月勤労統計調査（厚生労働省） 
 ・5人以上の事業所 
 ・常用労働者 
 ・現場作業者だけでなく、事務・管理職員も含む 



（参考）公共工事設計労務単価と賃金構造基本統計調査との日額比較（推計値） 
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※ 賃金構造基本統計調査と公共工事設計労務単価は、調査方法が異なるため、単純に比較できないが、賃金構造基本統計調査の「所定内給与額」と、「年間賞与その他特
別給与額」を12で除したものの合計値を、所定内労働時間数で除して8時間当たりに換算。 

※ 公共工事設計労務単価は、職種別の全国平均 
-10- 



（参考）産業別の年間賃金総支給額（推計値） 

5,298 
5,509 

4,454
5,000 

6,000 

（単位：千円） 

,
4,144  4,008  3,875 

3,573 

2,808  2,781 3,000 

4,000 

1,466 

1,000 

2,000 

0 

平成21年 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（１０人以上の常用労働者を雇用する事業所）から推計  
 （注）年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×１２＋年間賞与その他特別給与額 
    きまって支給する現金給与額＝調査基準月に支給された現金給与額 
    （所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、職務手当、精皆手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当を含む。 
  
 ※ 平成21年「民間給与実態統計調査」（国税庁）、１年を通じて勤務した給与所得者 
  
 ※「最低賃金労働」は、最低賃金713円/時（平成21年全国加重平均）に建設業の年間総労働時間2,098時間（厚生労働省毎月勤労 
   統計調査）を乗じたものであり、賞与等は含まない。 
 -11- 



業種毎の完成工事高営業利益率の推移 
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土木・造園・水道施設・舗装・しゅんせつ工事業  建築・木造建築工事業  職別工事業  設備工事業 

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」 
完成工事高営業利益率＝建設業専業の業者の完成工事高に占める営業損益の割合 


